
令和３年１１月１１日 

第３回廃棄物減量等推進審議会説明資料

芦屋市環境処理センター施設整備について 

１ 検討の経過 

施設整備に係る基本構想を策定するため「芦屋市環境処理センター施設整備基本構想

検討委員会」を設置し，調査・検討を行いました。

当委員会等の開催経過は，下表のとおりです。

２ 今後の進め方

  基本構想(案)として確定するための点検・精査などの取組みを進めます。  
以 上

開催回 開 催 日 議  題  等

第１回 ７月 ２日

・環境処理センターの現状

・基本構想策定の背景と目的

・ごみ処理の現状及び課題 

第２回 ７月３０日

・ごみ処理技術の動向に関する調査 

・焼却エネルギーの利活用に関する調査 

・多面的価値を創出する廃棄物処理施設に関する調査

第３回 ８月 ５日 ・建替事業事例の調査

-------- ８月 ６日 「芦屋市廃棄物減量等推進審議会」

-------- ８月２０日 「芦屋市環境処理センター運営協議会」(書面開催) 

第４回 ８月２５日

・「芦屋市廃棄物減量等推進審議会」からの助言等

・施設整備の方向性の調査

・整備用地の整理

第５回 １０月 ６日

・「芦屋市環境処理センター運営協議会」からの意見等 

・施設整備の方向性の検討 

・全体配置の整理 

・事業スケジュールの想定

第６回 １１月 １日

・施設整備の方向性の検討 

・将来ごみ量及び施設規模の想定 

・事業方針の整理

-------- １１月 ５日 「芦屋市環境処理センター運営協議会」

第７回 １１月 ９日
・「芦屋市環境処理センター運営協議会」からの意見等 

・基本構想(案)とりまとめ
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施設整備の方向性について 

目 標 方 向 性 考 え 方 

地球温暖化対策 
“焼却エネルギー等の利活用や省エネルギー化

により，脱炭素に貢献する施設” 

・ごみの減量化推進に伴

うごみ量の最小化とと

もに，焼却効率とエネ

ルギー変換効率の最大

化により，脱炭素に貢

献する施設とする。 

循環型社会の形成
“持続可能な社会の実現に寄与し，社会情勢の

変化にも対応可能な施設” 

・ごみの処理について，

適正な循環的利用(再

使用，再生利用，熱回

収)に資する施設とす

る。 

・単なるごみを処理する

施設ではなく，持続可

能な社会の実現や地域

貢献が図られる施設と

する。 

・社会情勢の変化に対し

柔軟に対応可能な施設

とする。 

・緑化推進により，施設

内のカーボンニュート

ラルに資する施設とす

る。 

環境保全 
“環境に接し，環境を学び，環境を考える， 

市民に親しまれ環境の保全に配慮した施設” 

・環境保全に配慮し，十

分な公害対策を講じた

施設とする。 

・環境等に関する様々な

取り組みについて，情

報発信・体験が行え，

市民の意識向上に資す

る本市の拠点施設とす

る。 

第３回廃棄物減量等推進審議会 資料１
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整備用地・全体配置の整理について 

１ 現況 

  ・所 在 芦屋市浜風町 16 番・17 番 1 

  ・面 積 23,697 ㎡ 

16 番 ＝18,500.00 ㎡ (S53.3.25 取得) 

17 番 1＝5,197.53 ㎡  (H3.10.8 取得) 

  ・所有者 芦屋市 

２ 都市計画条件 

(１)都市計画決定 

   都市計画法第１１条(都市施設)第２項に基づく都市計画決定 

・名 称 芦屋市環境処理センター 

・位 置 芦屋市浜風町 

・面 積 約 2.4ha 

・能 力 処理能力 230t/24h(115t/24h×2 基) 

粗大ごみ処理能力 30t/5h 

 (２)主な法規制内容 

   ・区域区分  市街化区域 

   ・用途地域  第２種住居地域(６０/２００) 

   ・防火地域等 建築基準法第２２条指定区域 

   ・景観地区  芦屋景観地区 

   ・航空法   制限表面区域 

第３回廃棄物減量等推進審議会 資料２
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３ 関係法令 

(１)環境保全関係

法 律 名 適 用 範 囲 等 適 用 

廃棄物処理法 

処理能力が 1 日 5t 以上のごみ処理施設(ごみ焼却

施設においては，1時間当り 200kg 以上又は，火格子

面積が 2m2 以上)は本法の対象となる 

〇 

大気汚染防止法 

火格子面積が 2 ㎡以上，又は焼却能力が 1 時間当

り 200kg 以上であるごみ焼却炉は，本法のばい煙発

生施設に該当する。 

〇 

水質汚濁防止法 

処理能力が 1 時間当り 200kg 以上又は，火格子面

積が 2 ㎡以上のごみ焼却施設から河川，湖沼等公共

用水域に排出する場合，本法の特定施設に該当する。

〇 

騒音規制法 

著しい騒音を発生させる施設であって，政令で定

めるものは，「特定施設」として規制の対象である。

※圧縮機の動力 7.5kw 以上など 

〇 

振動規制法 

著しい振動を発生させる施設であって，政令で定

めるものは，「特定施設」として規制の対象である。

※圧縮機の動力 7.5kw 以上など 

〇 

悪臭防止法 
本法においては，特定施設制度をとっていないが，

知事が指定する地域では規制を受ける。 
〇 

下水道法 

1 時間当り 200kg 以上又は，火格子面積が 2m2 以上

のごみ焼却施設は，公共下水道に排水を排出する場

合，本法の特定施設に該当する。 

△ 

排水処

理方法

による 

ダイオキシン類対

策特別措置法 

工場又は事業場に設置される廃棄物焼却炉その他

施設で焼却能力が時間当り50kg以上又は火格子面積

が 0.5 ㎡以上の施設で，ダイオキシン類を大気中に

排出又はこれを含む汚水もしくは廃水を排出する場

合，本法の特定施設に該当する。 

〇 

土壌汚染対策法 

有害物質使用特定施設を廃止した時，健康被害が

生じるおそれがある時，一定規模(3,000 ㎡以上)の形

質変更を行う時は，本法の適用を受ける。なお，清掃

工場は有害物質使用特定施設には該当しない。 

しかし，都道府県の条例で排水処理施設を有害物

の「取扱い」に該当するとの判断をして，条例を適用

する場合がある。 

△ 

形質変

更，も

しくは

排水処

理施設

の有無

による 
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(２)土地利用規制等関係 

法 律 名 適 用 範 囲 等 適 用 

都市計画法 
都市計画区域内に本法で定めるごみ処理施設を設

置する場合，都市施設として計画決定が必要。 

名称の 

変更時 

海岸法 
海岸保全区域において，海岸保全施設以外の施設，

又は工作物を設ける場合。 
〇 

建築基準法 

51 条で都市計画決定がなければ建築できないとさ

れている。同上ただし書きでは，その敷地の位置が都

市計画上支障ないと認めて許可した場合及び増築す

る場合はこの限りでない。 

建築物を建築しようとする場合，建築主事の確認

が必要。なお，用途地域別の建築物の制限有。 

〇 

消防法 

建築主事は，建築物の防火に関して消防長又は消

防署長を得なければ，建築確認等は不可。重油タンク

等は危険物貯蔵所として本法により規制。 

〇 

航空法 

進入表面，転移表面又は平表面の上に出る高さの

建造物の設置に制限地表又は水面から 60m 以上の高

さの物件及び省令で定められた物件には，航空障害

灯が必要。昼聞において航空機から視認が困難であ

ると認められる煙突，鉄塔等で地表又は水面から 60m

以上の高さのものには昼間障害標識が必要。 

〇 

電波法 

伝搬障害防止区域内において，その最高部の地表

からの高さが 31m を超える建築物その他の工作物の

新築，増築等の場合。 

〇 

高圧ガス保安法 高圧ガスの製造，貯蔵等を行う場合。 △ 

電気事業法 

特別高圧(7,000V を超える)で受電する場合。高圧

受電で受電電力の容量が 50kW 以上の場合。自家用発

電設備を設置する場合及び非常用予備発電装置を設

置する場合。 

〇 

労働安全衛生法 
事業場の安全衛生管理体制等ごみ処理施設運営に

関連記述が存在。 
〇 

景観法 

景観計画区域内において建築等を行う場合は，届

出の必要性や建築物の形態意匠の制限がかかること

がある。 

〇 
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芦屋市住みよいま

ちづくり条例 
特定建築物に該当する場合。 〇 

福祉のまちづくり

条例(県条例) 

官公庁施設で，多数の者が利用する特定施設であ

る場合。 
〇 

芦屋市屋外広告物

条例 

施設整備にあたって，外壁や煙突などに広告物と

捉えらえる場合。 
〇 

環境の保全と創造

に関する条例(県条

例) 

著しい騒音・振動を発生させる施設であって，政令

で定める「特定施設」となる場合。※圧縮機の動力

7.5kw 以上など 

〇 

芦屋市清掃事業施

設の設置および管

理に関する条例 

清掃事業施設として，名称及び所在地等を変更す

る場合。 

名称の 

変更時 
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４ 災害想定 

(１)高潮 

芦屋市高潮防災情報マップ(令和元年１２月発行)による。 

現焼却施設及びパイプライン棟区域    浸水深 0.5m 以上 1.0m 未満 

        〃        を除く区域 浸水深 1.0m 以上 3.0m 未満 

      用地東側・南側の管理用道路上      浸水深 3.0m 以上 5.0m 未満 

なお，用地南側護岸については，「兵庫県高潮対策１０箇年計画(令和元年度～令和 

１０年度)」の尼崎西宮芦屋港芦屋浜地区(２.５㎞)の一部に該当しており，事業着手 

時期は，令和元年～令和５年となっている。 
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 (２)津波 

   芦屋市津波防災情報マップ(令和３年６月発行)よる。 

現焼却施設及びパイプライン棟区域を除く区域 浸水深 0.0m 以上 0.3m 未満 

用地東側・南側の管理用道路上            浸水深 1.0m 以上 2.0m 未満 
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(３)洪水    

芦屋市洪水防災情報マップ(令和３年６月発行)による。 

洪水浸水想定区域には含まれていない。 



【別紙1】施設配置図
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　事業スケジュールの想定について

2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032 2033

R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15

　施設整備基本構想策定

　各種調査

　施設整備基本計画策定

　発注準備・設計・工事

　施設整備基本構想策定

　各種調査

　施設整備基本計画策定

　発注準備・設計・工事

第３回廃棄物減量等推進審議会　資料３

　　　　　　　　　　　　　　　　年　　度
　　項　　目

資源化施設

ごみ焼却施設

稼働

稼働
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将来ごみ量及び施設規模の想定について 

１ 計画目標年次 

『計画目標年次は，施設の稼働予定年度の７年後を超えない範囲内で将来予測の確度，

施設の耐用年数，投資効率及び今後の他の廃棄物処理施設の整備計画等を勘案して定め

た年度とする。』（廃棄物処理施設整備費国庫補助金交付要綱の取扱について）と定めら

れています。

本市の将来人口は，減少傾向が見込まれており，ごみ排出量の減少も予想されます。

稼動年度より７年間で計画処理対象ごみ量が最大となるのは，新資源化施設では稼働

開始予定年度の令和９年度（２０２７年度），新ごみ焼却施設では稼働開始予定年度の令

和１５年度（２０３３年度）となります。

よって，新資源化施設は令和９年度，新ごみ焼却施設は令和１５年度を計画目標年次

とします。

第３回廃棄物減量等推進審議会 資料４
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２ 将来ごみ量 

プラスチック製容器包装の処理は，今後の検討により決定するため，現状の分別区分

(燃やすごみ)として検討を行います。

容器包装プラスチック及び燃やすごみに関する処理量の見込みや施設規模は，プラス

チック製容器包装の処理方針を決定後，検討を進めて行く必要があります。

（１）資源化施設

ごみの種類 処理対象量

資源系

(選別・圧縮系) 

缶 149 t/年
ペットボトル 217 t/年

合 計 366 t/年

粗大ごみ

(破砕・選別系) 

粗大ごみ

（一時多量ごみを含む）
414 t/年

その他燃やさないごみ 1,234 t/年
合 計 1,648 t/年

（２）資源化施設（受入ヤード/貯留ヤード）

粗大ごみに関する受入ヤードについては，本市の実情を踏まえつつ，今後，検討を

進めていくこととします。

ごみの種類（資源ごみ） 保管対象量

受入ヤード
缶【混合】 149 t/年
ペットボトル 217 t/年

貯留ヤード

缶【成形品】

119 t/年
【内訳】ｱﾙﾐ：54 t/年

ｽﾁｰﾙ：65 t/年
ペットボトル【成形品】 174 t/年
ビン 750 t/年
小型家電等 58 t/年

（３）ごみ焼却施設

容器包装プラスチックの処理は，今後，検討を進めていくため，燃やすごみと

して扱っています。

ごみの種類 処理対象量

燃やすごみ（植木剪定ごみを含む） 18,414 t/年

選別残渣等 1,849 t/年

合 計 20,263 t/年
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３ 施設規模の算定 

社会情勢等の変化，最新の実績を踏まえ，適宜見直しを図っていくこととします。

（１）資源化施設

【施設規模算定式】

施設の計画処理量の決定は，計画目標年次における計画処理区域内の月最大処理量の日量換

算値とし，計画年間日平均処理量に計画月最大変動係数を乗じて求めた値で行い，これに施設

の稼働体制（1 日の実運転時間，週，月，年間の運転日数等）や，既存施設があればその能力

を差引く等，各種条件を合理的に勘案して施設規模を決定する。 

出典：ごみ処理施設構造指針解説（社団法人 全国都市清掃会議 昭和 62 年 8 月 25 日）

●計画年間日平均処理量＝一人一日あたり処理量目標（計画一人一日平均排出量）

●計画収集人口＝人口推計（芦屋市将来人口推計結果(令和元年(2019 年)10 月)）

●実稼働率（0.663）＝（365 日－年間停止日数）÷ 365 日

年間停止日数（123 日）：土日休み(年 52 週×2 日)＋祝日休み(元日を除く年 15 日)＋年末年始(年 4 日)

●計画月最大変動係数＝1.15 
「ごみ処理施設構造指針解説」では，計画月最大変動係数は，計画目標年次における月最大変動係

数であって，過去 5 年以上の収集量の実績を基礎として算定するものと記されています。なお，過去

の収集実績が明らかでない場合は，計画月最大変動係数は 1.15 を標準とすることとされています。

施設規模＝(計画一人一日平均排出量×計画収集人口＋計画直接搬入量)  

÷実稼働率×計画月最大変動係数

    ＝計画年間日平均処理量÷実稼働率×計画月最大変動係数



4 

 （２）資源化施設（受入ヤード/貯留ヤード）

粗大ごみに関する受入ヤードについては，本市の実情を踏まえつつ，今後，検討を

進めていくこととします。

【施設規模算定式】

●保管対象量＝将来ごみ量の保管対象量(2 ページ)のとおり

●保管日数＝受入ヤード 5 日，貯留ヤード 14 日

●積載高さ＝1.5～2.0ｍ

●単位容積重量＝①缶[混合]  ：0.06 t/m3

缶[成形品]：アルミ 0.42 t/m3，スチール 0.91 t/m3

②ペットボトル[受入時]：0.028 t/m3

ペットボトル[成形品]：0.21 t/m3

③ビン ：0.29 t/m3

④小型家電 ：0.16 t/m3 

●ストックスペース割合（60％）＝100％ - 40％（作業スペース割合）

施設規模＝保管対象量（t/年）÷365（日/年）×保管日数（日）÷積載高さ（ｍ） 

÷単位容積重量（t/m3）÷ストックスペース割合
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（３）ごみ焼却施設

施設規模等については，社会情勢等の変化や最新の実績を踏まえて，適宜，見直し

を図っていくこととします。

【施設規模算定式（平成 15 年 12 月 15 日 環廃対発第 031215002 号）】

●計画年間日平均処理量＝一人一日あたり処理量目標（計画一人一日平均排出量）

●計画収集人口＝人口推計（芦屋市将来人口推計結果(令和元年(2019 年)10 月)）

●実稼働率（0.767）＝（365 日－年間停止日数）÷365 日

年間停止日数（85 日）：整備補修期間 30 日（1 回）＋補修点検期間 15 日×2 回＋全停止期間 7日＋ 

（起動に要する日数 3日×3 回）＋（停止に要する日数 3 日×3 回）

●調整稼働率＝0.96 
正常に運転される予定の日においても，故障の修理，やむを得ない一時休止のため処理能力が低下す

ることを考慮した係数

施設規模＝(計画一人一日平均排出量×計画収集人口＋計画直接搬入量)÷実稼働率÷調整稼働率

＝計画年間日平均処理量÷実稼働率÷調整稼働率
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４ 計画ごみ質の設定 

ごみ焼却施設の計画にあたっては，年間を通じてごみの質が変動するため，処理対象

となるごみの性状に関する計画ごみ質の設定が重要となります 。

プラスチック類や紙類等を多く含み水分が少なく発熱量が大きいごみを「高質ごみ」，

水分が多い厨芥類を多く含み発熱量の小さいごみを「低質ごみ」，平均的なごみを「基準

ごみ」として，それぞれ計画値を設定する必要があります。

焼却炉設備の基本計画あるいは各付帯設備の容量決定に際して，高質ごみ（設計上の

最高ごみ質），低質ごみ（設計上の最低ごみ質）がどのように関与するかを表に示しま

す。また，基準ごみ（平均的，標準的ごみ質）は，施設が持つ標準能力を示すとともに

用役費を中心とした日常の維持管理費の把握等に欠かせない項目となっています。

過去 5 年間のごみ質実績を踏まえつつ，計画ごみ質の設定を行います。

ごみ質と設備計画の関係

関係設備

ごみ質
燃焼設備 付帯設備の容量等

高質ごみ

（設計最高ごみ質）

燃焼室熱負荷

燃焼室容積

再燃焼室容積

通風設備，クレーン，

ガス冷却設備，排ガス処理設

備，水処理設備，受変電設備等

基準ごみ

（平均ごみ質）
基本設計値 ごみピット

低質ごみ

（設計最低ごみ質）

火格子燃焼率（ストーカ式）

炉床負荷（流動床式）

火格子面積（ストーカ式）

炉床面積（流動床式）

空気予熱器，助燃設備

ごみ質の設定に関する手順

①ごみ質実績値について整理（過去 5年間：平成 28 年度～令和 2年度）

②平均値，標準偏差を算出し，統計処理を行った後，各ごみ質の平均値，90％信頼区間

の上限値及び下限値を推計

③計画ごみ質の設定 

・低位発熱量（低質ごみ，基準ごみ，高質ごみ） 

・３成分（低質ごみ，基準ごみ，高質ごみ） 

・単位体積重量（低質ごみ，基準ごみ，高質ごみ） 
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５ 可燃ごみの処理に関する方向性 

他自治体において十分な整備実績があり技術的にも確立されている『ストーカ式焼却

方式』，『流動床式焼却方式』，『シャフト炉式ガス化溶融方式』及び『流動床式ガス化溶

融方式』や『メタンガス化＋焼却方式（コンバインド方式）』を対象として，今後，検討

を進め処理方式の選定を行うこととします。

以 上
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事業方針の整理について 

１ 事業方式の整理 

事業方式の概要及び事業方式別の概略フローは以下のとおりです。 

事業方式は，①民間の資金調達力や技術力の導入によって建設から長期の運営を民間

事業者に委託を行う「ＰＦＩ方式」，②建設から長期の運営を民間事業者に委託，または

公共が建設した後に長期の運営を民間事業者に委託を行う「ＰＰＰ方式」，③従来型の手

法である「公設公営方式」の 3つの方式に大別できます。 

ごみ処理施設における事業方式の概要 

事業方式 内 容 

ＰＦＩ※1方式 

ＢＯＯ方式 
(Build Own Operate) 

・民間事業者が自ら資金調達を行い，施設設計・建設

（Build）・所有（Own）し，事業期間にわたり運営

（Operate）した後，事業期間終了時点で民間事業者が施

設を解体・撤去する。

ＢＯＴ方式 
(Build Operate Transfer) 

・民間事業者が自ら資金調達を行い，施設設計・建設

（Build）・所有し，事業期間にわたり運営（Operate）し

た後，事業期間終了時点で公共に施設の所有権を移転

（Transfer）する。 

・公共は事業の監視（モニタリング）を行う。

ＢＴＯ方式 
(Build Transfer Operate) 

・民間事業者が自ら資金調達を行い，施設を建設（Build）

した後，施設の所有権を公共に移転（Transfer）し，施

設の維持管理・運営（Operate）を民間事業者が事業期間

終了時点まで行う。 

・公共は事業の監視（モニタリング）を行う。

ＰＰＰ※2方式 

ＤＢＯ方式 
(Design Build Operate) 

・民間事業者が，施設設計（Design）・建設（Build）・運営

（Operate）を行う。 

・公共が交付金や起債等により資金調達し，施設の設計・

建設の監理を行い，施設を所有し，運営状況の監視（モ

ニタリング）を行う。

公設＋長期包括的 
運営委託 

(ＤＢ＋Ｏ方式) 

・公共が交付金や起債等により資金調達し，施設設計・建

設を行い，運営を民間事業者に複数年にわたり委託す

る。

公設公営方式 
・公共が財源確保から施設設計・建設・運営の全てを行う。

（運転業務を民間事業者に委託する場合を含む。）

出典）「ごみ処理施設整備の計画・設計要領 2017 改訂版」公益社団法人 全国都市清掃会議 より，整理・加筆 

※1 Private Finance Initiative：公共施設等の建設，維持管理，運営等を民間の資金，経営能力及び技術的能力を

活用することで，効率化やサービスの向上を図る公共事業の手法です。 

※2 Public Private Partnership：公共サービスの提供に民間が参画する手法を幅広く捉えた概念で，民間資本や民

間のノウハウを活用し，効率化や公共サービスの向上を目指すものです。 

第３回廃棄物減量等推進審議会 資料５
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事業方式別の概略フロー 

*：特別目的会社を設立するケースの他，運転管理事業者やプラントメーカーと直接運営委託を締結するケースがあり

ます。 

ＰＦＩ方式 ＰＰＰ方式[公設＋長期包括的運営委託]

ＰＰＰ方式[ＤＢＯ方式] 公設公営方式

公共施設

建設事業者

施設整備・運営管理

SPC

地方自治体

事業契約

事業契約
運営管理

事業契約

施設整備

運営管理事業者

金
融
機
関

融資

返済

建設・設計

公共施設

建設事業者

運営管理

運営管理事業者

地方自治体

一部運営
管理委託

一部運営管理

運営管理

施設整備

建設工事
(請負契約)

建設・設計

公共施設

建設事業者

運営管理

SPC*

(特別目的会社)

地方自治体

長期委託契約

事業契約

運営管理

建設工事
(請負契約)

施設整備

運営管理事業者

建設・設計

公共施設

建設事業者

施設整備・運営管理

SPC*

(特別目的会社)

地方自治体

長期委託契約

事業契約

運営管理

事業契約

施設整備

運営管理事業者
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２ 事業方式の動向 

ごみ焼却施設について，過去 10 年間（平成 22 年度～令和元年度）の整備実績におけ

る事業方式は下表のとおりです。 

過去 10 年間の実績における事業方式ついては，ＰＰＰ方式（ＤＢＯ方式，公設＋長期

包括的運営委託）が 56％（79 施設）と最も多く，次いで公設公営方式，ＰＦＩ方式とな

っています。 

ごみ焼却施設における事業方式 

出典）「「一般廃棄物処理実態調査結果（令和元年度調査結果）」環境省」より，自治体やメーカー

ホームページを参照し，整理 

備考）炭化施設及び鳥獣焼却処理施設等（4施設）の施設を除いて整理しました。

事業方式 ＰＦＩ方式 ＰＰＰ方式 公設公営方式 計

平成22年度
(2010)

0 5 5 10

平成23年度
(2011)

0 2 4 6

平成24年度
(2012)

0 7 4 11

平成25年度
(2013)

1 5 5 11

平成26年度
(2014)

0 5 7 12

平成27年度
(2015)

1 14 4 19

平成28年度
(2016)

0 12 7 19

平成29年度
(2017)

0 12 8 20

平成30年度
(2018)

0 10 10 20

令和元年度
(2019)

0 7 6 13

施設数 2 79 60 141
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３ 事業範囲・業務分担 

法的課題等を考慮しつつ，民間事業者のノウハウを効果的に活用することで，当該事 

業の効率化が期待される業務は民間事業者の分担，事業の監理・監督や市民対応といっ

た公共が責任を担うべき役割は発注者（本市）の分担とすることを基本の考え方として

検討を進めて行く必要があります。 

事業範囲及び業務分担の想定（案） 

事業段階 業務区分 民間事業者 発注者（本市） 

1.事前調査等 

近隣地域対応 ― 

・施設整備に係る市民対応につい

ては，事業方式によらず発注者

（本市）が実施。 

各種調査に関

する手続き等 
― 

・測量・地質調査・生活環境影響調

査等に関連する手続き等の事項

については，事業方式によらず

発注者（本市）が実施｡ 

2.設計・建設段

階 

資金調達 
ＰＦＩ方式の場合は民間事業者が実

施 

ＰＰＰ方式の場合は発注者（本市）

が実施 

設計業務 

・プラント工事設計 

・建築工事設計 

・その他(本事業に付帯する設計業

務) 

・設計審査 

・施工監理（モニタリング） 

・循環型社会形成推進交付金申請 

・許認可申請（発注者（本市）側） 

・近隣住民対応 

建設業務 

・プラント設備工事 

・建築工事 

・その他（工事中の環境測定，試運

転，運転指導，許認可申請等） 

3.運営･維持 

管理段階 

運営業務 

・ごみの受入管理(直搬ごみの料金

徴収を除く) 

・運転管理 

・用役管理 

・環境管理･安全管理 

・資源物の管理(資源化施設のみ) 

・発電・余熱利用計画（ごみ焼却施

設のみ） 

・最終処分物の積込 

・情報管理 

・データ管理 

・運営業務終了時の引継 

・関連業務 

（清掃作業，植栽管理，施設警備，

見学者対応） 

・処理ごみの収集・搬入 

・直搬ごみの料金徴収 

・事業実施状況及びサービス水準

の監理・監督（モニタリング） 

・市民対応（要望等対応，環境教

育，事業に関する情報発信） 

・発電・余熱利用(ごみ焼却施設の

み，余剰電力が市に帰属する場

合) 

・資源化物等管理 

（最終処分物等の保管，場外運

搬，処分・再資源化等を対象） 

維持管理業務 
・維持管理（点検作業，修理，改造

等） 

・維持管理状況の監理・監督（モニ

タリング） 

備考）ごみの収集・運搬体制については，事業範囲に含めないことで，将来的な分別区分の変更等に柔軟に対応するこ

とが出来るメリットあるため，事業範囲から除きました。 
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４ リスク分担の考え方 

事業の実施に当たり，民間事業者との基本協定等の締結の時点では，その影響を正確

には想定できないこのような不確実性のある事由によって損失が発生する可能性をリ

スクといいます。 

また，リスク分担については，事業の実施において発生する可能性のある様々なリス

ク（事故，需要の変動，天災及び物価の上昇等の経済状況の変化等）を想定し，想定さ

れるリスクをできる限り明確化した上で，リスクを最もよく管理することができる者が

当該リスクを分担するという考え方に基づいて設定する必要があります。 

なお，民間事業者への過度なリスク分担を行った場合では，ＶＦＭ（Value For Money：

従来の方式と比べてＰＦＩの方が総事業費をどれだけ削減できるかを示す割合です。）

を低下させることになるため，ＶＦＭの最適値を確保するためには，発注者（本市）と

民間事業者との最適なリスク分担に留意する必要があります。 

一般的なごみ処理施設の整備事業におけるリスク分担は，期間ごとに想定されるリス

クの抽出を行い，施設の性能保証，運転・維持管理，施設の瑕疵等に関する事項は，民

間事業者のリスク負担とし，ごみ量・ごみ質の変動や自然災害等の不可抗力等に関する

事項は発注者（本市）のリスク負担とすることを基本とします。 

ＰＦＩ方式においては，資金調達が民間事業者の所掌であることから，金利変動リス

クを想定する必要があります。 

なお，リスク分担に関しては，事業方式を決定後，最適なリスク分担について検討を

進めて行く必要があります。 

リスク分担の考え方（案） 

民間事業者のリスク負担

・要求水準の不適合

・施設の性能保証

・運転・維持管理

・施設の瑕疵

・民間事業者の事由による計画

変更，工事遅延，事故発生，

建設・運営費用増大等

発注者(本市)のリスク負担

・ごみ量・ごみ質の変動

・事業に関連する法令の変更

・不可抗力による事故

・資源化物等管理

・発注者(本市)の事由による計画

変更，工事遅延，事故発生，建

設・運営費用増大等

共通のリスク負担

・契約不調及び契約手

続きの遅延
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５ 事業方式の方針 

   「芦屋市公共施設等総合管理計画（平成 29 年 3 月）」の「公共施設等の総合的かつ計

画的な管理に関する基本方針」では，“維持管理・修繕・更新等においては，業務委託，

指定管理者制度，ＰＰＰ/ＰＦＩ事業の導入等による積極的な民間活用”と示されてお

り，今後，策定を予定している「施設整備基本計画」等において，処理の方式や主要設

備が定まった段階で，本事業への民間事業者の参入意欲の確認，総事業費等に関する試

算を行うとともに，期待される経費削減効果の定量的評価等を含む検討を実施し，様々

なリスク等の要素を総合的に考慮したうえで，本市にとって最良な事業方式を決定して

いくこととします。
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「芦屋市環境処理センター運営協議会」からの意見等について 

１ 令和３年８月２０日開催(書面)による意見等 

項 目 意 見 等 対 応 ・ 考 え 方

施設整備計画

芦屋市のまちづくり

において，重要な事業の

一つである。

「芦屋市一般廃棄物処理基本計

画」の基本方針『中間処理施設の整

備，管理運営：環境に配慮した施設の

運営方針を定め，計画的に事業を進

めます。』に沿って，取組みを進めて

まいります。

災害に強い施設計画

とし，災害廃棄物の処理

が行える計画とする。

国の「廃棄物処理施設整備計画」に

おいて，“一般廃棄物処理システムの

強靭性を確保する必要がある”と掲

げられておりますので，基本構想を

策定するうえで十分に配慮していく

必要があると認識しています。

SDGs など環境をテー

マにした事柄が多い状

況で，施設整備は良いタ

イミングである。

子どもたちに勉強の

機会を与え，リサイクル

に関する教育など地域

貢献につながる施設が

良い。“みどり豊かな子

どもたちの笑顔がある

処理センター”にしてほ

しい。

子どもたちに親しまれる施設とい

う点については，施設配置検討の際

に考えていきたいと思います。環境

教育については，大事なことである

と認識しています。

熱エネルギーの利活用

地球温暖化防止対策

として，循環型社会によ

る環境保全事業となる。

（再生エネルギー，余熱

利用）

国の「廃棄物処理施設整備計画」に

おいて，“循環型社会形成の推進”が

掲げられておりますので，基本構想

を策定するうえで十分に配慮してい

く必要があると認識しています。

多面的価値の創出

緑豊かでビオトープ

による生態系学習を含

む環境学習が行える市

民が集える施設計画と

する。

国の「廃棄物処理施設整備計画」に

おいて，“環境教育・環境学習の場の

提供等，地域に新たな価値を創出す

る施設整備が重要である”と掲げら

れておりますので，基本構想を策定

するうえで十分に配慮していく必要

があると認識しています。

第３回廃棄物減量等推進審議会 資料６
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２ 令和３年１１月５日開催による意見等 

項 目 意 見 等 対 応 ・ 考 え 方

施設整備計画

人口減少に伴い，ごみ

量も減少していく。

焼却炉のコンパクト

化の実現は，メーカー選

定に関係する事である

と思う。

基本方針として“施設のコンパク

ト化”を掲げており，具体的な焼却炉

の選定等は，今後の基本計画策定時

に考えていくこととしています。

災害想定の部分に関

し，高潮が発生するとご

みピットが浸水する。県

の護岸事業のみを頼り

にするのではなく，自ら

の施設で工夫した方が

良い。

また，地震による津波

発生の可能性も想定さ

れているため，対策を検

討してほしい。

基本方針として“災害に強い施設”
を掲げており，ごみピットの配置高

さ，また，受電設備の高所配置などの

対策は，今後の基本計画策定時に考

えていくこととしています。

エネルギーの利活用

基本方針には良い事

ばかりを掲げているが，

具体的な内容が記載さ

れていない。

発電の考え方がある

ようだが，設備や運転管

理に関する費用が必要

となる。採算はとれるの

か。

他自治体焼却施設の実績では，施

設全体に要する電気代を賄い，さら

に売電を行っている場合もありま

す。

発電はごみ量との関係があります

ので，具体的な内容は，今後の基本計

画策定時に考えていくこととしてい

ます。

熱エネルギーの利用

は良い事であるが，整備

用地面積が少なく実現

は困難と思う。

施設として，安全・安

心な処理をしてほしい。

安全・安心に処理できる施設の整

備を行っていきます。

事業の進め方

 この施設整備は市全

体の事業であり，整備費

も多額なものになる。

これまでの市の進め

方で良いのか。

当運営協議会，また，審議会や市議

会に説明し意見を頂いてきていま

す。今後，基本構想について市民意見

募集を予定しているところです。

以 上


